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第５回県労連幹事団交渉報告
越年した以上、月例給・一時金の改善はもとより、要求課題の実現を！

臨任職員の給与の上限撤廃、療養休暇の改善は当局に選択の余地はありません！災害対策課題も待ったなし！
県労連は１月16日に第5回幹事団交渉を行いました。冒頭大久保労務担当局長は「昨年11月に越年交渉をお願いしたが、現時点においても未だ税収状況が確定しない。」とし、交渉最終日を22日に再度延長する提案をしました。政金議長は「越年の上に再度の日程の変更は誠に遺憾である。この段階での延期は、幹事や各単組の機関役員にとって負担が大きいことを当局はよく理解すべきだ。たとえ日程が延期となっても差額の年度内支給は確実に行っていただきたい。」とした上で、日程の変更を確認して交渉に入りました。

第5回幹事団交渉の主な内容
「できるか、できないかを検討している」

～災害時の迂回通勤の実費弁償

課　題　昨年は台風等の災害により、職員が県民サービス維持のため通常とは別ルートで出勤するケースが多発したにもかかわらず、現行制度では費用は職員の自己負担となっており、見直しが必要。
県労連　今後も自然災害による電車等の計画運休が増えることが見込まれるが、福祉施設等の交代制職場やライフラインに関する職場では出勤する必要に迫られる。こうしたケースに対応するためにも、現行制度は改善するべきである。
当　局　他の都道府県では、旅費等で対応している事例もある。最優先すべきは職員の安全の担保だが、どうしても出勤せざるを得ない職員がいるのも事実なので、引き続き検討していきたい。
「条例改正が必要なため、自然災害の現状や県職員の役割等総合的に考える必要がある」
～退勤時危険回避のための特別休暇の導入

課　題　昨年の台風でも、電車等の計画運休が実施された。今後も同様のことが予想される。
現在、出勤時にはこのような場合に対応する特別休暇があるが、3/4非常勤以外は退勤時にない。
県労連　障害のある職員や育児・介護等を担う職員等、職員を安全に帰宅させるのは雇用主の責務。例えば年末に災害等が発生した場合、育児・介護を担う職員は年休が残っていないことも考えられる。持続可能な災害体制のためには交代要員の確保が不可欠であり、全員を職場に留め置くのは却って逆効果だ。国はすでに制度を作っている。
当　局　3/4非常勤職員については、年休が少ないことから2012年1月から適用とした。条例改正が必要で、自然災害の発生が今後も想定される中、県職員に求められる役割も高まっていることも事実であり、総合的に検討する必要がある。

「いつから業務が始まるか違いがある」
～緊急参集と水防等の呼出し時の服務の一元化

課　題　現在の制度では、緊急参集で出勤した職員は、自宅等出発時から勤務時間で旅行命令が出る一方、水防等の呼出しの場合は、職場到着時からが勤務時間。
同じように災害時の対応を行うにもかかわらず、服務が異なることは公平性の観点から問題であり、緊急参集と同様の服務の一元化が必要。
県労連　当局は繰り返し「緊急参集は、途中で災害の状況を把握しながら出勤するので業務だが、水防は出勤して配備についてからが業務」と違いを主張するが、ともに災害対応であることに違いはなく、水防で出勤する職員も出勤時に当然のごとく状況把握を行っている。当然出勤後の業務に直結するものであり、業務命令を出すべきだ。該当所属の職員は不当な差に怒っており、実情に応える対策を講じなければ士気にかかわる。
当　局　緊急参集の場合、自宅から参集場所までの間、災害の状況を把握することも業務であるので旅費や時間外勤務の対象となっている。現行では水防は出勤後の雨量監視や水防警報が業務である。通勤途上に業務命令が出れば別だが、現時点で改正は難しい。

「見直しが行われないと定年延長ができない」？？？

～給料表独自号給の廃止・55歳超職員昇給抑制提案

課　題　この間の「給与の総合的見直し」による事実上の昇給延伸、今年4月の現給保障の廃止による給料引下げ、今回の「昇給抑制」と「独自号給の廃止」。当局はどうやって高齢層のモチベーションを維持しようと考えているのか。

　　高齢層の昇給抑制は、国家公務員の高齢層が民間より上回っていたことから導入された制度。神奈川の場合、数年前人事委員会が「神奈川はそのような状況にない」として抑制を勧告していない。
「定年延長のため」というのは議論のすり替えであり、定年延長を人質にとった国による恫喝。

県労連　国は、最高号給に到達する前に、多くの職員が昇格するので最高号給まで到達する職員は少数。多くの職員が6級で退職する。そうした運用の違いを無視した提案は到底容認できない。

最高号給在給率は、現行でも国よりも多く、仮に国同様とした場合は、1/4を超える（6級以外）異常な数値となる。
国同様とした場合、引き下げ額は最大で、4級で9,200円、5級で11,700円、6級で16,500円、7級で7,200円減となる。

高齢層職員は、この数年給与を据え置かれ、昨年4月には現給保障廃止で給与を下げられている。その上で、昇給まで抑制された場合、モチベーションは著しく低下し、職場運営に支障が起きかねない。

当　局　制度の在り方については国や他県との均衡を図る必要がある。県民への説明責任も増しており、来年度までに38自治体が国準拠の制度となるため、本県においても号給追加については国準拠で見直しを図りたい。
「しかるべき場で議論」　～ハラスメント対策

県労連　ハラスメントについては、労使で十分話し合える場が必要だ。

当　局　パワーハラスメントのアンケートを実施した。結果を基に外部協議会で意見を聞く。

　　厚生労働省はハラスメント指針の一部を改正し、1月15日に公示した。法が施行される2020年6月1日までに懲戒処分の指針の改正を行う。しかるべき場で議論したい。

「現行の療養休暇取得の環境整備が優先」　～不妊治療

課　題　不妊治療については、2017年の確定闘争で「療養休暇を活用する」ことを確認し運用している。
しかし、不妊治療といっても人により様々な形態があり、一定期間休業を要する場合もある。
県労連　アンケート等を実施し、現在の療養休暇による不妊治療の課題等を把握し、休業制度の創設を含め対策を労使で検討する必要がある。
　　運用改善で利用しやすくなったが、仕事をしながらであり、現実的には厳しい。休業制度を望む声もある。聞いてもらえる場を設けてもらえるのか。

当　局　全国では7団体が特別休暇で措置。1県が年10日の有給、6県が年6日の有給。まず療養休暇取得の環境整備を進める。アンケートを否定するものではない。使い勝手等を当事者から聞きたい。

「90日休まれると困る」？？？　～臨任職員の療養休暇

課　題　「有期雇用であることのみを理由に格差を設けてはならない」ということが、『同一労働同一賃金』の基本。

　　臨任職員は常勤職員の代替であり、均等待遇が求められ、会計年度任用職員は常勤職員との違いに応じた合理的な均衡待遇が求められる。
県労連　「職場が困る」というのはおかしい。「同一労働同一賃金」の考え方のもと、短時間・有期雇用についても、合理的な根拠のない格差は是正するべきである。特に療休については、「同一労働同一賃金ガイドライン」でも是正が強調されている。常勤職員との均衡を図るべきである。
当　局　療休を90日とした場合の職場への影響について各任命権者に確認をしたが、自主退職するケースがほとんどで長期に休む事例が少ないようだ。ただ、90日休まれると職場が困る場面もあるとの意見もあることから、引き続き検討が必要。

「総務省マニュアルでは撤廃だが、約10億円かかるので苦慮」
～臨任職員給与の上限撤廃

課　題　同一労働同一賃金の観点から、総務省マニュアルでは、「最高号給未満の上限を設けてはならない」としている。
県労連　上限を撤廃するのが当然で、上限を残す県があることは理由にならない。
当　局　総務省マニュアルでは撤廃だが、約10億円かかるので苦慮している。他県は本年4月以降も上限を残すところも10団体程度ある。
再任用職員の一時金改定
課　題　人事院勧告を受け、県人事委員会勧告で再任用職員が除外されている。
県労連　国と神奈川県では、再任用職員の勤務実態が異なる。国は短時間の補助的な業務の職員が大多数で、県はフルタイムが短時間の倍以上。当局は2007年と同様というが、2007年と違い現在は年金が支給されない。
当　局　2007年も今回と同様のケースで改定していない。本県と同様の37／38団体が改定していない。
「経過措置の有無のみが交渉事項？」　～住居手当引下げ

課　題　家賃額62,000円未満の者は、4,000円～50円の引下げ。5万円台の家賃では2,000円引下げ。
当　局　人事委員会勧告に従う。経過措置は国と同様としたい。人事委員会に確認したが、「任命権者において…適切に対応」とは、「経過措置を行うか、行わないか」で経過措置の内容ではない。

「職員の申出を基本としたい、労働時間小委員会で話し合っていきたい」
～柔軟な働き方

課　題　勤務割振りの変更は、業務の必要性から所属長が判断するもので、職員は断りづらく、所属長の恣意的運用になりかねない。

県労連　「40日前までに人事課長の承認」というのは、乱用を防止する規制でもある。恣意的な運用はしないと言うなら、例えば「20日前までに各局総務室長の承認」等も検討すべきではないか。
当　局　これまで提案してきた「職員の同意」ではなく、「職員からの申出」を基本としたい。お話をいただいたことも含めて、〇職員の申出の担保、〇人事課の関与、〇申請期限　等の課題について2020年4月導入をめざして労働時間小委員会で話し合っていきたい。

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































